
NIHON KEIZAIDAIGAKU

DAIGAKUIN KIYOU
The Bulletin of the Graduate School of Business

JAPAN UNIVERSITY OF ECONOMICS

Vol．１ No．１ March ２０１３

Articles

Online edition:ISSN２１８７－７２４６ Print edition:ISSN２１８７－７２３８

日本経済大学

大学院紀要
創刊号

論 文

わが国における医薬経済学の現状と展望に関する考察……………赤瀬朋秀、岡本敬久、濃沼政美（１）
組織と個人の成長を促進するための人事評価を通したパフォーマンス・マネジメント…古川久敬（１７）
オープンイノベーションのタイミングに関する一考察
―普及学を用いた携帯インターネットの事例研究―…………………………………………石松宏和（３７）
経営安全性分析の理論に基づく事例研究………………………………………………………石内孔治（５１）
人口ボーナス再論―demographyより human capital― ………………………………………叶 芳和（７１）
多国籍企業における資源蓄積のジレンマ………………………………………………………中川 充（８１）
高層集合化する住居のリスクマネジメント……………………………………………………仲間妙子（９７）
得意技・人格特性と創造性テスト結果の関係…………………………………………………櫻井敬三（１１１）
国立病院の労働分配率と収益性に関する分析…………………………………………………関口 潔（１２７）
コンペティティブインテリジェンスの戦略的活用の論拠……………………………………菅澤喜男（１３９）
スマートインフラにおける新しいビジネスモデルの研究……………………鈴木 浩・城村麻理子（１６１）
製造業におけるグローバル戦略に関する考察
―タイヤ製造企業の対外直接投資と国際的な提携戦略について―…………………………丑山幸夫（１７７）
留学生教育施設の競争戦略に関する考察………………………………………………………八杉 哲（１９７）
ベンチャービジネスの経営戦略に関する研究
―試薬ベンチャーはこの不況下でなぜ活況か？―……………………………………………天野雅貴（２０５）
ミャンマーの観光産業の現状と発展可能性………………………………………………ミヤッカラヤ（２１５）
中小企業組合のＩＴ化に関する研究……………………………………………………………相馬一天（２３５）
金融分野における消費者保護に関する一考察
―英日中の金融 ADR制度上の紛争解決機関の比較を中心に― ………………………………金 �奸（２５５）

２０１３（平成２５）年３月

日本経済大学大学院

日
本
経
済
大
学
大
学
院
紀
要

創
刊
号

二
〇
一
三
（
平
成
二
五
）
年
三
月

日
本
経
済
大
学

Published by JAPAN UNIVERSITY OF ECONOMICS
TOKYO SHIBUYA、JAPAN

A Study on the Current Condition and Outlook of Pharmaceutical Economics in Japan
……………………………AKASE TOMOHIDE· OKAMOTO YOSHIHISA· KOINUMA MASAYOSHI(1)

Performance Management for Ensuring Organizational Competency through the Feedback of Personnel
Evaluation …………………………………………………………………………FURUKAWA HISATAKA(17)
The Timing for Open Innovation: A Case Study of the Mobile Internet Diffusion Process
………………………………………………………………………………………ISHIMATSU HIROKAZU(37)
A Case Study Based on the Theory of Managerial Safety Analysis ……………………ISHIUCHI KOJI(51)
Reconsider about Population Dividends
―Attach Importance of Human Capital from Demography…………………………KANO YOSHIKAZU(71)
The Dilemma of Resource Accumulation in a Multinational Company
………………………………………………………………………………………NAKAGAWA MITSURU(81)
Research on the Risk Management about the Dwelling which Becomes Upper Layers and Gather
……………………………………………………………………………………………NAKAMA TAEKO(97)

A Relation between a Favorite Subject , Personality Characteristic and a Result of Creativity Test
……………………………………………………………………………………………SAKURAI KEIZO(111)

Analysis of The Labor Share and Profitability in National Hospitals …………SEKIGUCHI KIYOSHI(127)
The Ground of an Argument of Competitive Intelligence ………………………SUGASAWA YOSHIO(139)
Research on New Business Model for Smart Infrastructure
………………………………………………………………SUZUKI HIROSHI·SHIROMURA MARIKO(161)

Consideration on Global Strategies of Manufacturing Industry
―Foreign Direct Investment and International Alliance Strategy of Tire Manufacturers―
…………………………………………………………………………………………USHIYAMA YUKIO(177)
A Study of The Competitive Strategies at The Japanese Schools for Foreign Students
……………………………………………………………………………………………YASUGI SATOSHI(197)
Study on Management Strategy of the Venture Business
―Why Are Some Reagent Ventures Active States under the Recession？―
……………………………………………………………………………………………AMANO MASAKI(205)
Current Situation and the Potential for Tourism Development in Myanmar …………Myat KALAYAR(215)
Research on Introduction of Information Technology for Small and Medium−Sized Enterprise Cooperatives
…………………………………………………………………………………………………SOMA ITTEN(235)
Study on Consumer Protection in the Financial Sector
―Mainly on the Comparison of the Dispute Resolution Organization of the Financial ADR System in the
UK, Japan and China― ……………………………………………………………………………JIN JING(255)

：】Ｓｅｒｖｅｒ／復旧ファイル／２０１３年度　大学院紀要●／表紙ツカ１３．５ｍｍ／１、４  2013.03.28 10.58.14  Page 1 Bl

第 ４巻

資金収支分析に関する一考察（ 1）……………………………………………………………… 石内孔治（ 1）

新生組織におけるイノベーションのマネジメントに関する研究（ 2）
―資源蓄積パラドックス解消のための一考察―……………………………………………… 中川　充（17）

創造的アイディアの履行における抑制および促進要因の分析
―創造革新性パラドックスの克服に向けて―………………………………………………… 古川久敬（31）

2000年代日本における内部統制をめぐる議論に対する一考察……………………………… 金　　婧（57）

日本海側における巨大地震と津波に関する研究……………………………………………… 仲間妙子（77）

中小製造企業のアジア発展途上国進出におけるリスクマネジメント……………………… 高橋文行（91）

中国の経済発展における東北地域の役割―ＧＴＩ関連諸国との貿易を中心に………… 安田知絵（103）

韓国企業のミャンマー進出の現状と課題―人材育成に関する現地調査を踏まえて―… 黄　八洙（123）

技術の系統化とＭＥＣＩによる技術革新過程の分析…………………………… 永田宇征・鈴木浩（135）

イノベーション創出における場の機能の研究…………………………………… 小松康俊・鈴木浩（163）

研究ノート

メタエンジニアリングによる優れた文化の文明化プロセスの確立（その 1）…………… 勝又一郎（181）

Online  edition:ISSN2187－7246　　Print  edition:ISSN2187－7238

2016（平成２８）年 ２月

日本経済大学大学院

論　文



－　 －1

論文審査受付日：平成27年 9 月30日　　　論文掲載決定日：平成27年12月20日

日本経済大学大学院紀要　2016年，Vol.4，pp.1－16

資金収支分析に関する一考察⑴
石内孔治

Ⅰ　はじめに

先の論文で筆者の開発した経営安全性比率をトヨタ自動車（以下、トヨタという）へ適
用し、トヨタの経営安全性に関る事例研究を行った₁）。
本稿では、その経営安全性比率の考え方を資金収支分析へ応用し、資金収支分析図によ
る資金収支状況の良否を判断することとしたい。具体的には、資金収支分析図を用いてト
ヨタの資金収支状況の良否を視覚的、概観的に把握することを本稿の目的とする。

Ⅱ　経営安全性比率の考え方

流動比率、当座比率、固定比率、固定長期適合率、自己資本比率などからなる先行研究
の安全性分析比率には、企業の支払能力や財務安全性を判断する上での共通の比較尺度が
存在しない。それで筆者は₁₀₀％基準による共通の尺度で構成される①負債安全比率、②
利益安全比率、③資本安全比率、④キャッシュ・フロー安全比率の ₄つを「経営安全性比
率」として位置づけ、これで企業の支払能力や財務安全性を概略的に判断することとした
のである。
本稿では上記のうちの①②③を資金収支分析図へ応用し、企業の資金収支の良否を視覚
的、概観的に判断することとしたい。まず、次の第 ₁項で①負債安全比率、②利益安全比
率、③資本安全比率の考え方を述べることとする。

１ 　負債安全比率―独立自尊の理念に基づく流動資金力重視の経営―
経営安全性比率の一つである①の「負債安全比率」の考え方と、その計算式は次のとお
りである₂）。
先行研究では、約定どおりに支払義務である負債を返済するために、支払手段である流
動資産で支払うことができるかどうか、つまり支払能力や財務安全性の健全・不健全を概
略的に判断するために開発された短期ストック分析比率が、流動比率や当座比率といわれ
ている。しかし、経営体の支払能力などを判断するには固定負債を含む返済能力を分析す
る必要があるが、これが欠落しているのである。
これに対して、流動比率や当座比率に代わる筆者の負債安全比率は、次のような考え方
から導き出されたストック分析比率である。すなわち、経営の設立時に借入資金を導入す
ることは一面仕方のないことであるが、独立自尊の理念に基づく支払能力つまり流動資金
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力重視の経営を目指していれば、負債が存在するとしても、やがては総負債を流動資産で
返済できる財政状態へと至るはずである。そこで、負債安全比率によって、経営体が支払
能力重視つまり流動資金力重視の経営を展開しているかどうかを概略的に判断するのであ
る。負債安全比率の根本的な意図は支払能力重視＝流動資金力重視の経営によって無借金
企業へと経営体を導くことにある₃）。
一般的に見て、自己資本比率の低い借金依存型の経営体ほど、職員への成果分配が後回
しになる傾向があるといえる。また、不況期には元利金支払の資金繰りがつきにくく、有
利子負債の負担が重くのしかかり経営破綻を招きやすいといえる。ここに借金依存の経営
からいち早く脱し、経営の安全性と職員の働きがいを視野に入れた支払能力重視＝流動資
金力重視の経営を理念とする必要があるといえる。
経営体が経営破綻に直面するのは、資金繰りに行き詰って、支払能力に支障が生じ、借
入負債の元利金を返済できなくなったときである。そこで、経営を支払能力重視＝流動資
金力重視の経営へと脱皮させるために、長期・短期の借入負債に依存しない無借金志向の
経営を提唱したい。この支払能力重視＝流動資金力重視の経営理念に基づき、借入負債が
存在するとしても、この経営体の抱える総負債を流動資産だけで返済することができるよ
うになるはずである。
負債安全比率は、独立自尊の理念に基づいて支払能力重視＝流動資金力重視の経営を志
向していれば、借入負債が存在するとしても、総負債を流動資産だけで返済することがで
きるようになるはずであるとの考え方に基づいて立論されているのである。
独立自尊の理念に基づく支払能力重視＝流動資金力重視の経営方針・理論に立てば、負
債安全比率の理念値・理論値は₁₀₀％以上が基準値となる。すなわち、次式である。
　　負債安全比率＝流動資産÷総負債×₁₀₀≧₁₀₀％
この負債安全比率を活用することにより、支払能力重視＝流動資金力重視の経営が展開
されているかどうか、その流動資金力の良否を概略的に判断することができるのである。
負債安全比率が₁₀₀％未満の場合には、支払能力重視＝流動資金力重視の経営に向かって
さらなる努力を行う必要があるので、流動資金収支の状況は不健全であると概略的に判断
する。そして、₁₀₀％以上であれば、独立自尊の理念に基づく支払能力重視＝流動資金力
重視の経営が展開されており、流動資金収支の状況は健全であると概略的に判断するので
ある。
このように、経営体を流動資金力重視の経営へ導くとの観点に立って、負債安全比率
₁₀₀％以上を基準値にして、総負債と流動資産との関係から見た財務構造を負債安全比率
によって、支払能力重視＝流動資金力重視の経営が展開されているかどうか、流動資金収
支状況の良否を概略的に判断するのである。
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２ 　利益安全比率―成果主義の理念に基づく利益資金力重視の経営―
経営安全性比率の一つである②の「利益安全比率」の考え方と、その計算式は次のとお
りである₄）。
「利益安全比率」は、利益力のある経営体質へと導くために開発された経営安全性比率
の一つである。それは経営体の利益力を判断するための分析比率でもある。これに対して、
先行研究の流動性分析では、支払能力などの財政状態の健全・不健全を概略的に判断する
ことが分析対象とされている。しかし、先行研究では、利益力のある経営体質であるかど
うかを判断するための利益資金収支状況に関する分析が対象外になっているのである。
経営体が総費用をカバーするだけの総収益を達成できないときにも資金繰りが困難とな
り経営破綻に直面する。そこで、成果主義の理念に基づく利益資金力重視の経営方針から
導かれる「利益安全比率」を基準にして、利益資金力のある経営へ導くとの観点に立って、
利益資金力の良否を概略的に判断することを提唱したい。すなわち、利益資金力のある経
営体質へ導くとの観点に立って、総収益で全ての費用をカバーし、かつ継続的に純利益を
実現することのできる、利益力重視の経営が展開されているかどうかを分析するのである。
総収益を総費用で除した割合を「利益安全比率」と呼ぶことにする。利益安全比率は総収
益で総費用をカバーし、かつ、純利益を実現することができる利益力が経営体にあるかど
うか、利益資金力を判断する上で有益な指標となる₅）。
成果主義の理念に基づく利益力重視の経営方針から導かれる利益資金収支の状況を分析
するための「利益安全比率」は、総収益で総費用をカバーし利益を継続して実現すること
が立論の根拠であるから、「利益安全比率」の理念値・理論値は₁₀₀％以上が基準値となる。
すなわち、次式である。
利益安全比率＝総収益÷総費用×₁₀₀≧₁₀₀％
「利益安全比率」が₁₀₀％未満の場合は、総費用が総収益を上回っているので赤字経営
である。業績不振であり利益資金収支の状況は不健全と概略的に判断する。赤字の経営体
に対して金融機関からの融資が行われない限り、経営体は資金繰りに行き詰まり、経営破
綻に直面することになる。「利益安全比率」が₁₀₀％以上の場合は、総収益が総費用を上回
っているので黒字経営である。業績良好であり利益資金収支の状況は健全と概略的に判断
するのである。
このように、利益安全比率₁₀₀％以上を基準値にして、利益資金力のある経営へ導くと
の観点に立って、総収益と総費用との関係から見た利益資金収支状況の良否を概略的に判
断するのである。

３ 　資本安全比率―自己資本枠内の固定資産管理理念に基づく自己資金力経営―
経営安全性比率の一つである③の「資本安全比率」の考え方と、その計算式は次のとお
りである₆）。
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一般的には、自己資本を調達できるまでの間、機械・設備・建物といった固定資産の取
得を見送ると、経営体間競争に後れをとることになる。このため、先行研究では自己資本
が不足する場合には、積極的に次善の策として返済期限が ₁年以上の長期借入金や社債等
で調達した固定負債資金で固定資産を取得する借金依存型の投資行動が是とされている。
確かに、設備投資などを行う際に長期借入資金を導入することは一面仕方のないことで
ある。しかし、固定資産への無理な資本投下が常態化すると、財務基盤が脆弱となり財務
リスクが増大する。また、職員の実現した成果分配が金融機関などへ優先的に回されるこ
とは、職員の働き甲斐の観点からも好ましいことではないのである。
経営体は、自己資本の金額を超えた固定資産への過大投資のために負債過多となり、資
金繰りに行き詰り支払能力に支障が生じ、借入負債の元利金を返済できなくなったときに
も経営破綻に直面する。ここに固定資産への無理な資本投下になっているかどうかを判断
するための分析比率を開発することが求められることとなる。そこで、自己資本枠内の固
定資産管理理念に基づく自己資金力経営から導かれる「資本安全比率」を提唱するもので
ある。その意図は、自己資本枠内の固定資産管理理念に基づく自己資金力経営から導き出
された「資本安全比率」によって、経営体の財務構造を無理のない固定資産への投資行動
に導くことにある。
ビジネスチャンスを逃がさぬように、また経営間競争に後れをとらぬように一時期、必
要な事業資金を金融機関からの借入金や証券市場からの社債といった長期負債に依存した
資本投下を行ったとしても、自己資本枠内の固定資産管理理念に基づく自己資金力経営を
展開していけば、やがては自己資本の範囲内での固定資産への投資に収斂して行くはずで
ある。よって、資本安全比率によって固定資産（繰延資産を加える）への自己資本の投下
割合を分析し、自己資金力経営へと経営体を導くことが大事である。つまり、自己資本枠
内の固定資産管理理念に基づく自己資金力経営が展開されているかどうかを概略的に判断
することが、資本安全比率を立論する上での立脚点である。自己資本枠内の固定資産管理
理念に基づく自己資金力経営から導かれる資本安全比率の理念値・理論値は₁₀₀％以上が
基準値となる。すなわち、次式である。
　資本安全比率＝自己資本÷固定資産×₁₀₀＝＞₁₀₀％
ただし、上記の自己資本の金額は当期純利益額を自己資本へ振り替える前の金額、つまり
利益前自己資本額である。
資本安全比率が₁₀₀％未満の場合には、自己資本額を超えて固定資産が取得されており、
負債に依存した固定資産の取得がなされていることを意味するので、自己資金収支の状況
は不健全であると概略的に判断する。他方、₁₀₀％以上であれば、自己資本の枠内に固定
資産の取得がおさまっており、自己資本枠内の固定資産管理理念に基づく自己資金力経営
が実践されており、自己資金収支の状況は健全であると概略的に判断する。
このように、資本安全比率₁₀₀％以上を基準値にして、自己資金力のある経営体質へ導
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くとの観点に立って、自己資本と固定資産との関係から見た自己資金収支状況の良否を概
略的に判断するのである。

Ⅲ　資金収支分析図とその設計理念、方針

１ 　資金収支分析図の第 １区分―独立自尊の理念に基づく流動資金力重視の経営―
資金収支分析図の第 ₁区分の設計理念及び方針から述べていくことにする₇）。事業スタ
ートの草創期に、借入金に依存することは仕方がない。しかし、負債依存からいつまでも
抜け出せないでいると、銀行管理・債権者支配の経営とならざるを得ない。ここに、負債
依存の経営からなるべく早く脱却し、独立自尊の経営者となることの意義を見出すことが
できるのである。そこで、独立自尊の理念に基づく「支払能力重視＝流動資金力重視」を
経営方針として堅持し、経営を実践していくならば、徐々に負債が減少していき、短期及
び長期の負債が存在するとしてもその負債を流動資産のみで返済できるような経営体質に
近づくはずである。
このような独立自尊の理念に基づく「支払能力重視＝流動資金力重視」志向の経営が展
開されているかどうかを視覚的、概観的に判定するとの考えに立って、第 ₁区分の借方に
は流動資産を、貸方には流動負債及び固定負債からなる総負債を設計することしたのであ
る。すなわち、図 ₁がこれである。なお、第 ₁区の借方金額超の時にはその金額に白の星
印☆を付し、貸方金額超の時には星印は付さずに超過金額のみを表示する。

この図 ₁では、負債安全比率は₁₀₀％未満＝流動資産₈₅₀÷総負債₉₀₀であり、総負債資
金₉₀₀に対して、流動資産は₈₅₀であり、₅₀が流動資産として残っていないことを表してい
る。よって、負債安全比率₁₀₀％基準により、負債を返済する支払能力を遂行するための
流動資金収支の状況は不健全であると視覚的、概観的に判断するのである。

２ 　資金収支分析図の第 ２区分―成果主義の理念に基づく利益資金力重視の経営―
次に、資金収支分析図の第 ₂区分の設計理念及び方針について述べる。会計の根本使命
は利益の決定である。しかし、その利益に見合う資金が流動資産の部に確保されているか
どうかを突きとめることも、利益の決定と同じくらいに重要な使命と思われる。

図 １　資金収支分析図の第 １区分
（借方：資金の運用） （貸方：資金の調達）

流動資産　８５０ 第 １ 区分　　　 流動負債　３００
総負債　９００

流動資金（５０） 固定負債　６００

（筆者作成）
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たとえば株式会社の場合、利益処分権は株主主権に属する。ところが、経営現場では株
主総会前の決算段階以前にすでに、利益に見合う資金が固定資産などの取得に向けられて
しまっていて、利益は計上されているが、利益に見合う現金同等物が存在しないという事
態が発生しているのである。
そこで、成果主義の理念に基づく「利益資金の可視化」を経営方針として堅持し、当期
純利益に見合う資金が流動資産の部に確保されているかどうかを、透明性のある視覚的方
法で可視化する必要があると思われる。つまり、成果主義の理念に基づく利益資金力重視
の経営の結果、その当期純利益に見合う資金が流動資産の部に確保されているかどうかを、
透明性のある視覚的方法で可視化する必要があると思われる。
成果主義の理念に基づく利益資金力重視の経営に向けて、当期純利益に見合う資金の所
在を可視化するには、第 ₁区分借方の流動資産との関係が密接であるので、第 ₂区分の借
方には総費用を、貸方には総収益を収容することが妥当である。すなわち、図 ₂がこれで
ある。なお、第 ₂区分の借方金額超の時にはその金額に黒の星印★を付し、貸方金額超の
時には星印は付さずに超過金額のみを表示する。

この図 ₂では、利益安全比率は₁₀₀％超＝総収益₁︐₀₀₀÷総費用₉₀₀であり、総費用₉₀₀で
総収益₁︐₀₀₀を達成したので、当期純利益（利益資金）₁₀₀が実現されたことを表している。
つまり、当期純利益₁₀₀に見合う利益資金₁₀₀が確保されている。よって、利益安全比率
₁₀₀％基準により、成果主義の理念に基づく利益資金力重視の経営が行われており、利益
資金収支の状況は健全であると視覚的、概観的に判断するのである。

３ 　�資金収支分析図の第 ３区分―自己資本枠内の固定資産管理理念に基づく自己資金力経営―
最後に、資金収支分析図の第 ₃区分の設計理念及び方針について述べる。経営破綻や経
営倒産に至る典型的なパターンが資金繰りの行き詰まりである。資金繰り困難へと至る要
因や背景は一様ではない。しかし、自己資本の範囲を超えた固定資産への過大投資のため
に固定負債に依存すると、支払利息の支払額だけでなく借入負債の元金の返済額も必要に
なるのである。
経営者が借入金を抱えると、借入金の返済は毎期の純利益から得た資金で返済するしか
方法はないのである。多額の借入金を抱えると、それの元利金負担額に応じた利益資金の

図 ２　資金収支分析図の第 ２区分
（借方：資金の運用） （貸方：資金の調達）

総費用９００ 第 2 区分
利益資金（１００）

総収益１，０００

（筆者作成）
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確保が必要条件となる。純利益は達成されていても、借入金返済額の分が包含されていな
い純利益額にとどまると、その企業は支払利息を支払うことはできても、借入元金を返済
することが困難となる。つまり、純利益は達成されているのに、借入金返済に必要な資金
繰りに行き詰るという事態に直面するのである。そして、業績不振が続くと、黒字経営で
はなく赤字経営へと陥り、経営破綻や経営倒産が現実のものとなる。
そこで、自己資本を源泉とする資金を超えた無理な投資行動を事前に予防するために、
自己資本枠内の固定資産管理理念に基づく自己資金力経営により、自己資本額を超えた固
定資産の取得とならないように透明性のあるチェックを行うことが肝要と考える。この自
己資本枠内の固定資産管理理念に基づく自己資金力経営では、第 ₃区分の借方には固定資
産を、貸方には自己資本（当期純利益を除く自己資本、つまり利益前自己資本）を表示す
ることが最も妥当であると思われる。すなわち、図 ₃がこれである。なお、第 ₃区分の借
方金額超の時には、その金額に黒の星印★を付し、貸方金額超の時には星印は付さずに超
過金額のみを表示する。

この図 ₃では、資本安全比率は₁₀₀％未満＝利益前自己資本₁︐₈₅₀÷固定資産₂︐₀₀₀であり、
自己資金の₁︐₈₅₀を超えて固定資産₂︐₀₀₀を購入したことを表している。よって、資本安全
比率₁₀₀％基準により、自己資本枠内の固定資産管理理念に基づく自己資金力経営が行わ
れておらず、自己資金収支の状況は不健全であると視覚的、概観的に判断するのである。
以上の結果、 ₃つの設計理念及び方針に基づいて、資金収支分析図を統合すると次の図
₄となる₈）。
資金収支分析図 ₄の矢印の見方は次のとおりである。白の星印☆へ向かう上昇型であれ
ば、その該当区分の資金収支状況は健全であると視覚的、概観的に判断する。他方、黒の
星印★へ向かう下降型であれば★印の該当区分の資金収支状況は不健全であると視覚的、
概観的に判断するのである。図 ₄の第 ₁区分は流動資産が₈₅₀億円、総負債が₉₀₀億円であ
るために負債過多となっており、流動資金収支状況は不健全である。第 ₂区分は当期純利
益₁₀₀億円を結果しているので、第 ₂区分の利益資金収支状況は健全である。ただし、利
益で得た資金は税金や配当金の支払いに備えて、第 ₁区分の流動資産として留保しておく
べきである。しかるに、第 ₃区分を見ると自己資本は₁︐₈₅₀億円であるのに、固定資産
₂︐₀₀₀億円を購入している。よって、第 ₃区分の自己資金収支状況は不健全である。過大

図 ３　資金収支分析図の第 ３区分
（借方：資金の運用） （貸方：資金の調達）

固定資産２，０００ 第 3 区分
自己資金（★１５０）

自己資本１，８５０

（利益前自己資本）

（筆者作成）
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な固定資産支出超となり第 ₃区分の自己資金不足★₁₅₀億円を補うために第 ₂区分の利益
資金₁₀₀億円が第 ₃区分の★印₁₅₀億円へ向かって下降している。当期純利益₁₀₀億円を財
源とする利益資金₁₀₀億円が固定資産の購入資金へ充当されたことを表している。そして、
なお不足する固定資産の購入資金₅₀億円をカバーするために第 ₁区分の流動資金₅₀億円が
第 ₃区分の黒の星印★₁₅₀億円へ向かって下降している。流動資金から₅₀億円が固定資産
の購入資金へ充当されたことを表している。★印のある第 ₃区分が自己資金不足（★₁₅₀）
であり、図 ₄の資金収支分析図では自己資金収支の状況は不健全であると視覚的、概観的
に判断する。よって、企業全体の資金収支状況は不健全であると総合的に判断する。

Ⅳ　資金収支分析図の様式と構造

企業が公表する貸借対照表（以下、B/S という）には財政状態が表示され、損益計算書
（以下、P/L という）には経営成績が表示される。企業の外部者へ公表されるB/S 及び
P/L を基にして、「資金収支分析図」の借方と貸方に勘定と金額を記入し、貸借差額を求
めその資金収支状況を矢印で可視化する。資金収支分析図では余剰資金は☆印の金額と★
印の金額に向かって流れると前提している。矢印の方向が上昇か、下降かを確認して、上
昇の矢印でかつ☆印の金額のみであれば、企業の資金収支状況は健全であると視覚的、概
観的に判断する。しかし、★印の金額へ下降の矢印が ₁本でも流れておれば、全体として
企業の資金収支状況は不健全であると視覚的、概観的に判断する。このように、視覚的か
つ概観的に「資金収支状況」が健全か不健全かを判断するために開発された概観性分析の
手法が資金収支分析図である。
以上で明らかのように、資金収支分析図の第 ₁区分の借方に流動資産を、貸方に流動負

図 ４　資金収支分析図（単位：億円）
（借方：資金の運用） （貸方：資金の調達）

流動資産　８５０
第 １ 区分流動資金（５０）

流動負債　３００
} 総負債　９００

固定負債　６００
50

総費用　９００
第 ２ 区分利益資金（１００）

総収益　１，０００

１００

１５０
固定資産　２，０００

第 ３ 区分自己資金（★１５０）
自己資本　１，８５０

（利益前自己資本）

（筆者作成）
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債及び固定負債を収容する。第 ₂区分の借方に総費用を、貸方に総収益を収容する。第 ₃
区分の借方に固定資産を、貸方に損益前の自己資本を収容する。資金収支分析図の様式は
図 ₅のとおりである。この図に金額を記入し、資金は☆印と★印の金額に向かってに流れ
るものと前提する。なお、筆者はこれまでに、様々なタイプの資金収支分析図を考察して
いる₉）。

この図 ₅の資金収支分析図の見方をもう少し説明を行う。
① 第 ₁区分は、借方の流動資産金額が貸方の総負債金額よりも大きいときには、その超過
金額の冒頭に白の星印☆を付すこととする。
② 第 ₁区分の貸方の総負債金額が借方の流動資産金額よりも大きいときには、その超過金
額は無印金額とする。
③ 第 ₂区分は、借方の総費用金額が貸方の総収益金額よりも大きいときには、その超過金
額の冒頭に黒の星印★を付すこととする。
④ 第 ₂区分の貸方の収益金額が借方の費用金額よりも大きいときには、その超過金額は無
印金額とする。
⑤ 第 ₃区分は、借方の固定資産金額が貸方の自己資本金額よりも大きいときには、その超
過金額の冒頭に黒の星印★を付すこととする。
⑥ 第 ₃区分の貸方の自己資本金額が借方の固定資産金額よりも大きいときには、その超過
金額は無印金額とする。
⑦ 資金の流れを意味する矢印は☆印の金額と★印の金額へ向かって流れるものと前提する。
⑧ ★印の金額がなく、☆印の金額へ向かって資金が流れている場合には、企業の資金収支
状況は健全であると視覚的、概観的に判断する。

図 ５　資金収支分析図
（借方） （貸方）

流動資産（　　　 ）
第 １区分流動資金（　 ）

流動負債（　　　 ）
総負債

固定負債（　　　 ）

総費用　（　　　 ）
第 ２区分利益資金（　 ）

総収益　（　　　 ）

固定資産（　　　 ）
第 ３区分自己資金（　 ）

自己資本（　　　 ）

（利益前自己資本）

（筆者作成）
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⑨ ★印の金額があり、資金（矢印）が★印の金額へ向かって流れている場合には、企業の
全体の資金収支状況は不健全であると視覚的、概観的に判断する。
このように、Ⅲで述べた①負債安全比率、②利益安全比率、③資本安全比率の考え方と
₁₀₀％基準を根拠にして、資金収支分析図の第 ₁区分は①負債安全比率が₁₀₀％超であれば、
☆印の金額表示、₁₀₀％未満であれば無印の金額表示とする。第 ₂区分は②利益安全比率
が₁₀₀％超であれば、無印の金額表示、₁₀₀％未満であれば★印の金額表示とする。第 ₃区
分は③資本安全比率が₁₀₀％超であれば、無印の金額表示、₁₀₀％未満であれば★印の金額
表示とする。この資金収支分析図を用いて、次のⅤにおいてトヨタの資金収支状況の良否
を事例研究することとしたい。

Ⅴ　トヨタの資金収支分析

これより、資金収支分析図を用いてトヨタの資金収支状況を診断することとしたい。ト
ヨタの有価証券報告書に掲載されている平成₁₉年度から平成₂₄年度までの財務諸表 ₆ケ年
分を分析データとして取り出したものが次の表 ₁である。

（注）
資本安全比率₉₃．₀₆％（平成₁₉年度）は次のように求める場合もある。
資本安全比率₁₀₉．₂₆％＝利益後自己資本₇₁︐₅₀₅÷固定資産₆₅︐₄₄₄
利益後自己資本₇₁︐₅₀₅＝利益前自己資本₆₀︐₉₀₄＋当期純利益₁₀︐₆₀₁
当期純利益₁₀︐₆₀₁　　＝総収益₁₂₀︐₄₅₇－総費用　₁₀₉︐₈₅₆

表 １　トヨタ　財務諸表分析データ

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年

① 流動資産 ４１，１６６ ４０，０６０ ３５，４１３ ４８，３４１ ３１，４２７ ４３，１０６

② 総負債 ３５，１０５ ３１，３３４ ２５，１１７ ３７，１３０ ３０，５４７ ３９，７８０

③ 利益前自己資本 ６０，９０４ ６１，６４１ ６５，９５２ ６６，１１５ ６４，８５６ ６５，９８９

④ 固定資産 ６５，４４４ ６４，２９７ ５６，２２２ ５５，１６６ ６４，５０４ ６３，０２１

⑤ 総収益 １２０，４５７ １２６，４０８ ９９，１９３ ８９，９２６ ８７，６６１ ６３，０２１

⑥ 総費用 １０９，８５６ １１５，０２６ ９８，６２７ ８９，６６４ ８７，１３３ ８８，０８２

負債安全比率＝①／②×１００＞１００％ １１７．２７％ １２７．８５％ １４０．９９％ １３０．１９％ １０２．８８％ １０８．３６％

利益安全比率＝⑤／⑥×１００≧１００％ １０９．６５％ １０９．８９％ １００．５７％ １００．２９％ １００．６１％ １００．４１％

自己資本比率　③／④×１００≧１００％ ９３．０６％ ９５．８７％ １１７．３１％ １１９．８５％ １００．５５％ １０４．７１％

　（筆者作成）

単位：億円未満切捨
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上記の財務諸表分析データからトヨタの資金収支の流れを見える化（可視化）すると、
資金収支分析図は次頁以下の図 ₆から図₁₁のようになる。

Ａ：図 ₆　平成₁₉年度のトヨタ資金収支分析図

上記の資金収支分析図図 ₆の平成₁₉年度の資金収支分析図の説明を行う。
① 図 ₆の第 ₁区分は、借方の流動資産金額₄₁︐₁₆₆億円が、貸方の総負債金額₃₅︐₁₀₅億円よ
りも大きいので、超過金額₆︐₀₆₁億円は、冒頭に白の星印☆を付し、☆₆︐₀₆₁億円と表示
する。第 ₁区分の流動資金収支の状況は健全である。
② 第 ₂区分は、貸方の収益金額₁₂₀︐₄₅₇億円が、借方の費用金額₁₀₉︐₈₅₆億円よりも大きい
ので、その超過金額₁₀︐₆₀₁億円は、無印金額の₁₀︐₆₀₁億円と表示する。第 ₂区分の利益
資金収支の状況は健全である。
③ 第 ₃区分は、借方の固定資産金額₆₅︐₄₄₄億円が、貸方の自己資本金額₆₀︐₉₀₄億円よりも
大きいので、超過金額₄︐₅₄₀億円の冒頭に、黒の星印★を付し、★₄︐₅₄₀億円と表示する。
第 ₃区分は★印の金額があるので、自己資金収支の状況は不健全である。
④ 資金の流れ（矢印）は☆印の金額と★印の金額へ向かって流れるとの前提により、この
事例では上昇型（第 ₁区分）と下降型（第 ₃区分）の矢印となる。
⑤ 図 ₆の第 ₂区分には当期純利益₁₀︐₆₀₁億円が表示されており、本来であれば当期利益
₁₀︐₆₀₁億円は株主への配当金、税務当局への税金、内部蓄積資金として、まずは企業内
に留保されるべきである。
⑥ しかるに、図 ₆の第 ₃区分において、貸方の自己資本₆₀︐₉₀₄億円を超えて借方の固定資
産₆₅︐₄₄₄億円を購入したために、固定資産の購入資金不足★₄︐₅₄₀億円となり、これを
補うために、第 ₃区分の当期純利益₁₀︐₆₀₁億円の中から利益資金₄︐₅₄₀億円が充当され

図 ６　トヨタ　資金収支分析図
（借方） （単位：億円） （貸方）

流動資産（４１，１６６） 第 １区分（流動資金） 総負債（３５，１０５）
（☆６，０６１）

６，０６１

総費用（１０９，８５６） 第 ２区分（利益資金） 総収益（１２０，４５７）
（10，６０１）

４，５４０

固定資産（６５，４４４） 第 ３区分（自己資金） 自己資本（６０，９０４）
（★４，５４０） （利益前自己資本）

（筆者作成）
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たことを表すのである。このため、第 ₃区分の当期純利益₁₀︐₆₀₁億円のすべてが第 ₁区
分へ流れずに、☆₆︐₀₆₁億円だけが第 ₁区分へ流れることとなったのである。
⑦ このように第 ₃区分に★印の金額があるので、トヨタの平成₁₉年度の自己資金収支の全
体状況は不健全であると視覚的、概観的に判断する。
⑧ 図 ₇も第 ₃区分に★印の金額があるので、トヨタの平成₂₀年度も自己資金収支の全体状
況は不健全であると視覚的、概観的に判断する。

Ｂ：図 ₇　平成₂₀年度のトヨタ資金収支分析図

Ｃ：図 ₈　平成₂₁年度のトヨタ資金収支分析図

図 ７　トヨタ　資金収支分析図
（借方） （単位：億円） （貸方）

流動資産（４０，０６０） 第 １区分（流動資金） 総負債（３１，３３４）
（☆８，７２６）

８，７２６

総費用（１１５，０２６） 第 ２区分（利益資金） 総収益（１２６，４０８）
（１１，３８２）

２，６５６

固定資産（６４，２９７） 第 ３区分（自己資金） 自己資本（６１，６４１）
（★２，６５６） （利益前自己資本）

（筆者作成）

図 ８　トヨタ　資金収支分析図
（借方） （単位：億円） （貸方）

流動資産（３５，４１３） 第 １区分（流動資金） 総負債（25，117）
（☆　１０，２９６）

１０，９２６

５６６

総費用（９８，６２７） 第 ２区分（利益資金） 総収益（９９，１９３）
（５６６）

9，7３０

固定資産（５６，２２２） 第 ３区分（自己資金） 自己資本（６５，９５２）
（9，７３０） （利益前自己資本）

（筆者作成）
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Ｄ：図 ₉　平成₂₂年度のトヨタ資金収支分析図

Ｅ：図₁₀　平成₂₃年度のトヨタ資金収支分析図

図 ９　トヨタ　資金収支分析図
（借方） （単位：億円） （貸方）

流動資産（４８，３４１） 第 １区分（流動資金） 総負債（３７，１３０）
（☆１１，２１１）

１１，２１１

２６２

総費用（８９，６６４） 第 ２区分（利益資金） 総収益（８９，９２６）
（２６２）

１０，９４９

固定資産（５５，１６６） 第 ３区分（自己資金） 自己資本（６６，１１５）
（１0，９４９） （利益前自己資本）

（筆者作成）

図１０　トヨタ　資金収支分析図
（借方） （単位：億円） （貸方）

流動資産（３１，４２７） 第 １区分（流動資金） 総負債（３０，５４７）
（☆８８０）

８８０

５２８

総費用（８７，１３３） 第 ２区分（利益資金） 総収益（８７，６６１）
（５２８）

３５２

固定資産（６４，５０４） 第 ３区分（自己資金） 自己資本（６４，８５６）
（３５２） （利益前自己資本）

（筆者作成）
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Ｆ：図₁₁　平成₂₄年度のトヨタ資金収支分析図

以上の資金収支分析図の図 ₈、図 ₉、図₁₀、図₁₁のうちの、図₁₁の平成₂₄年度の資金収
支分析図で説明を行う。
① 図₁₁の第 ₁区分は、借方の流動資産金額₄₃︐₁₀₆億円が、貸方の総負債金額₃₉︐₇₈₀億円よ
りも大きいので、超過金額₃︐₃₂₆億円は、☆₃︐₃₂₆億円と表示する。ここでは、流動資金
として₃︐₃₂₆億円の余裕があると読み取る。つまり、支払能力重視の経営が展開されて
おり，流動資金収支の状況は健全である。
② 第 ₂区分は、貸方の総収益金額₈₈︐₄₄₀億円が、借方の総費用金額₈₈︐₀₈₂億円よりも大き
いので、その超過金額₃₅₈億円は、無印金額の₃₅₈億円と表示する。この結果、第 ₂区分
で資金余裕₃₅₈億円がうまれたと読み取るのである。第 ₂区分の利益資金収支の状況は
健全である。
③ 第 ₃区分は、貸方の自己資本金額₆₅︐₉₈₉億円が、借方の固定資産金額₆₃︐₀₂₁億円よりも
大きいので、超過金額₂︐₉₆₈億円は、無印金額の₂︐₉₆₈億円と表示する。これは、自己資
本金額₆₃︐₀₂₁億円の範囲内で固定資産₆₃︐₀₂₁億円が取得されており、無理のない固定資
産への投資であったことを意味する。この結果、第 ₃区分で資金余裕₂︐₉₆₈億円がうま
れたと読み取るのである。第 ₃区分の自己資金収支の状況は健全である。
④ 以上により、第 ₂区分の資金余裕₃₅₈億円と第 ₃区分の資金余裕₂︐₉₆₈億円の合計資金
₃︐₃₂₆億円が第 ₁区分の流動資産へと上昇し、合計で運転資金として☆₃︐₃₂₆億円の余裕
をもたらしたと視覚的、概観的に読み取る。
⑤ トヨタの平成₂₄年度（図₁₁）とともに平成₂₃年度（図₁₀），平成₂₂年度（図 ₉）、平成₂₁
年度（図 ₈）は、いずれも★印金額の無い、☆印金額にのみ向かって資金が流れる健全

図１１　トヨタ　資金収支分析図
（借方） （単位：億円） （貸方）

流動資産（４３，１０６） 第 １区分（流動資金） 総負債（３９，７８０）
（☆３，３２６）

３，３２６

３５８

総費用（８８，０８２） 第 ２区分（利益資金） 総収益（８８，４４０）
（３５８）

２，９６８

固定資産（６３，０２１） 第 ３区分（自己資金） 自己資本（６５，９８９）
（２，9６８） （利益前自己資本）

（筆者作成）
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な資金収支状況であったことが視覚的、概観的にわかる。

Ⅵ　おわりに

本稿では、先の論文（『日本経済大学大学院紀要』創刊号、₅₁⊖₆₉頁）で取り上げた経営
安全比率を構成する①負債安全比率、②資本安全比率、③利益安全比率の₁₀₀％超基準を、
資金収支分析図へ応用し、視覚的及び概観的に企業の資金収支状況が健全か、不健全かを
診断するための理論と技法について取り上げた。
その結果、財務諸表の経営安全性比率だけで経営状況の良否を診断する場合に比べて、
可視化された資金収支分析図の場合は、この図を一覧するだけで資金収支状況の良否を視
覚的、概観的に判断できることが明らかになった。すなわち、事例研究の対象としたトヨ
タの場合、Ⅴの図 ₆（平成₁₉年度決算）と図 ₇（平成₂₀年度決算）の第 ₃区分には★印の
金額があり、資金収支状況は総合的に不健全であると視覚的、概観的に判断する。そして、
図 ₈（平成₂₁年度決算）、図 ₉（平成₂₂年度決算）、図₁₀（平成₂₃年度決算）、図₁₁（平成
₂₄年度決算）には★印の金額は無く、いずれも資金収支状況が健全であると視覚的、概観
的に判断する。
今後、さらに資金収支の流れに関する事例研究を積み重ねることで、資金収支分析図に
よる経営の資金収支状況の良否に関する研究を進めていくこととしたい。
広くご批判を賜れば幸いである。

注
₁）石内孔治「経営安全性分析の理論に基づく事例研究」『日本経済大学大学院紀要』創刊号、₅₁⊖₆₉頁、₂₀₁₃（平成₂₅）年 ₃月
₂）石内孔治「経営安全性分析の理論に基づく事例研究」『日本経済大学大学院紀要』創刊号、₅₈頁、₂₀₁₃（平成₂₅）年 ₃月
₃）牧戸孝郎他『無借金企業』有斐閣、昭和₆₁年 ₁ 月、 ₂頁によれば、次の ₁つにでも該当すれば、広義の無借金企業とされる。
　　 ①長期借入金（含む社債）も短期借入金もゼロ、②長期借入金だけゼロ、③短期借入金だけゼロ、④現金・預金と当座有価証券と

の合計額の方が長・短借入金と割引手形の合計額よりも多いかまたは同じ状態、⑤受取利息・配当金の方が支払利子・割引料より
も多いかまたは同じ状態、⑥自己資本比率が₅₀％以上の状態

₄）石内孔治「経営安全性分析の理論に基づく事例研究」『日本経済大学大学院紀要』創刊号、₅₉⊖₆₀頁、₂₀₁₃（平成₂₅）年 ₃月
₅） 「利益無くして配当なし」といわれるように、利益が無ければ配当することができない。しかし、利益があれば配当することがで
きる。これを「留保利益基準」という。（伊藤邦雄［₁₉₉₆］₁₄₂⊖₁₆₇頁）。

₆）石内孔治「経営安全性分析の理論に基づく事例研究」『日本経済大学大学院紀要』創刊号、₅₈⊖₅₉頁、₂₀₁₃（平成₂₅）年 ₃月
₇）資金収支分析図については、次の先行研究に学び、ヒントを得ている。
　　 三苫夏雄［₁₉₈₆］₅₅頁、₆₁⊖₆₅頁と、［₁₉₈₈］₇₂頁、₇₄頁、₁₃₁頁とに掲げられている「資金収支状況」を、この先行研究では「資
金流図」と呼称している。この ₂つの先行研究では、 ₂期間比較の ₂期型の「資金流図」が開発されている。しかし、筆者の場合
は ₁期型の「資金収支分析図」である。

　　 　この先行研究の「資金流図」は、三苫夏雄［₁₉₈₆］₁₆₀頁において、コール（W. M. Cole）の “Where-got, Where-gone Statement”
にその淵源がある旨の記述がある。すなわち、三苫夏雄［₁₉₈₆］₁₆₀頁の ₂期型資金流図は、W. M. Cole［₁₉₀₈］₈₆頁の比較貸借
対照表と₁₀₁頁の資金運用表に淵源がある（三苫夏雄［₁₉₈₆］₁₆₀頁）。

₈） 資金収支状況に関して、黒澤　清［₁₉₅₈］によれば、資金理論の先駆的役割を果たしたのはイギリスのタガート（Taggart, 
P.［₁₉₃₄］Profits and Balance Adjastments）である（黒澤　清［₁₉₅₈］₁₁₃頁）。

　　 わが国では資金理論といえばバッターが広く知られている。黒澤　清［₁₉₅₈］₁₃₆頁において、バッターが資金運用表を改善する
方法で、資金運用表と損益計算書との結合を行い（Willam Ｊ. Vatter “The Fund Theory off Its Implications for Financial Reports,” ₁₉₄₇, 
P.₇₆.）、損益計算書に資金的観点を導入したと指摘している（黒澤　清［₁₉₅₈］₁₂₁頁）。しかし、筆者が本稿で提示した「資金収
支分析図」の区分については、貸借対照表を「運転資本区分」と「固定資本区分」とに区分した Taggart, P.［₁₉₃₄］, P.₁₃₀が参考に
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なる。
　　なお、筆者の開発した ₁期型の資金収支分析図の詳細については以下を参照されたい
　　石内孔治［₁₉₉₉ａ］「企業の財務状態に関する勘定分析」『久留米大学商学研究』第 ₄巻第 ₂号、₅₁⊖₁₃₂頁。
　　石内孔治［₁₉₉₉ｂ］「企業の財務状態に関する勘定分析（ ₂）」『久留米大学商学研究』第 ₅第 ₁号、₄₉⊖₁₃₀頁。
　　石内孔治［₂₀₀₁ａ］「 ₁期型勘定流図について―負債一括型―」『久留米大学商学研究』第 ₆巻第 ₂号、₂₃⊖₈₄頁。
　　石内孔治［₂₀₀₁ｃ］「 ₁期型勘定流図―損益方式―について」『久留米大学商学研究』第 ₇巻第 ₂号、₆₇⊖₁₃₂頁。
₉）資金収支分析図の類型に関する詳細は、以下を参照されたい。
　　石内孔治［₂₀₀₀］「財務状態判定のための勘定流図」『新しい社会をひらくビジネス研究の課題』白桃書房、₁₃₇⊖₁₆₆頁
　　石内孔治［₂₀₀₁ｂ］「 ₂期型勘定流図について」『久留米大学商学研究』第 ₆巻第 ₁号、₇₉⊖₁₃₆頁。
　　石内孔治［₂₀₀₁ｄ］「二期型勘定流図」について―自己資本方式―」『久留米大学商学研究』第 ₇巻第 ₁号、₄₃⊖₉₃頁。
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